
　「65 歳以上適用拡大」に伴う
　高年齢被保険者の雇用状況

◆2017 年 1 月に法改正
2017 年 1 月から、65 歳以上の労働者についても「高年齢被
保険者」として雇用保険の適用対象となりました。これは、
働く意欲のある高年齢者が、年齢にかかわりなく生涯現役で
活躍し続けられるような雇用環境を整備するために行われた
改正です。
先日、高年齢被保険者の雇用状況等について、厚生労働省に
よるデータ分析が行われ、その結果が公表されました（「65
歳以上適用拡大に伴う高年齢被保険者の雇用状況等につい
て」12 月 1 日）。以下、分析結果を見ていきます。

◆雇用形態の状況
有期契約労働者等の非正規社員（パート、有期契約、派遣）
が約 7 割を占め、正社員等（常用型派遣、週所定 30 時間以
上の短時間労働者を含む）が 3 割程度となっています。特に
女性の非正規は約 8 割と、男性の非正規約 6.5 割と比べ高く
なっています。
また、年代別正社員等の割合は、年齢が上がるのに比例して
高くなっています（65 歳～ 69 歳では 28.3％、80 歳以上で
は 43.5％）。

◆産業分類別の状況
64 歳以下の割合と比べて高年齢被保険者の割合が高い産業
は、1 位「その他サービス業」、2 位「道路旅客運送業」、3 位「地
方公務」でした。
逆に、64 歳以下の割合と比べて高年齢被保険者の割合が低
い産業分類は、1 位「医療業」、2 位「情報サービス業」、3 位「そ
の他の小売業」でした。

◆賃金形態の状況
賃金形態では「時間給」が一番多く、次いで、「月給」「日給」
と続いています。
また、月給の場合、「月給 10 ～ 20 万円」が多くなっています。

一方、職場での「働き方改革」を実感している人がその理由
として最も多く挙げた回答（複数回答）は、「残業が減った」

（38.0％）でした。

◆一方的な残業禁止は「ジタハラ」
とはいえ、単純に残業を禁止すればよいとも限りません。
手帳市場でシェア 1 位の高橋書店が 11 月に公表した「働き
方改革」に関するアンケート調査では、「自分が勤めている
会社で働き方改革（長時間労働の改善）が行われている」と
いうビジネスパーソンのうち 41.5％が、働き方改革で困って
いることとして、「働ける時間が短くなったのに、業務量が
以前のままのため、仕事が終わらない」ことを挙げました。
同調査は、この結果を「『働き方改革』に取り組む企業のビ
ジネスパーソンの 4 割がジタハラ（時短ハラスメント）被害
につながる悩みを抱えている」と表現しています。
現場に即していない、一方的な残業禁止は「ハラスメント」
とみなされる時代なのです。

◆トラブルのない残業削減を
ジタハラは往々にして「隠れ残業」（持ち帰り残業など）の
温床となります。隠れ残業は、企業にとっては残業代抑制に
つながりますが、従業員にとっては手取り収入の減少に直結
するため、労働意欲を低下させ、様々な不正やトラブルの遠
因ともなりかねませんので、要注意です。
ジタハラに留意しつつ、現場が実現可能な残業削減を指示す
ることで、自社の「働き方改革」を進めていきましょう。
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◆契約期間の定めの有無
契約期間の定めの有無の割合は、パート、有期契約、派遣、
正社員等いずれもほぼ同率となっていますが、契約期間の定
めがない高年齢被保険者の雇用形態は、ほぼ正社員等となっ
ています。
契約期間の定めがあるものにおける平均契約期間は約 6 カ月
で、契約期間に定めのある者のうち、14％程度が契約更新条
項の規定がありませんでした。

　企業における「働き方改革」の現状と
　時短ハラスメント

◆働き方改革スタートから 1 年半
2016 年 8 月の第 3 次安倍第 2 次改造内閣の発足と同時に「働
き方改革」がスタートしてから、およそ 1 年半が経過しまし
た。
政府においては、2017 年 9 月に労働政策審議会にて「働き
方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案要
綱」（働き方改革推進法案）が示されるなど、法整備に向け
た動きが見られます。
では、民間企業においては、「働き方改革」は進んでいるの
でしょうか？

◆8 割のビジネスパーソンが「働き方改革」実感せず
今月、一般社団法人日本能率協会は、ビジネスパーソンを対
象にした意識調査「ビジネスパーソン 1000 人調査」【働き方
改革編】を公表しました。
同調査によれば、「職場での『働き方改革』を実感していま
すか？」という質問に対し、80.7％の人が「実感していない」
と回答しています。
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
　○　源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額の納付
　　　［郵便局または銀行］
　　　※　ただし、６ヵ月ごとの納付の特例を受けている場
　　　　　合には、29 年 7 月から 12 月までの徴収分を 1 月
　　　　　20 日までに納付
　○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　　［公共職業安定所］
　○　労働保険一括有期事業開始届の提出
　　　＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞
　　　［労働基準監督署］
　　
31 日
　○　法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表＞
　　　の提出［税務署］
　○　給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞
　　　［市区町村］
　○　固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］
　○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第４期分＞
　　　［郵便局または銀行］
　○　労働者死傷病報告の提出
　　　＜休業４日未満、10 月～ 12 月分＞［労働基準監督署］
　○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
　○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
　○　労働保険料納付＜延納第 3 期分＞
　○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の
　　　提出［公共職業安定所］
　○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場
　　　合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞
　　　［公共職業安定所］
　○　固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町村］

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで
　○　給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出［給与
　　　の支払者（所轄税務署）］
　○　本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］
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